
環境保全活動を推進するマネジメント体制�
さまざまな事業から発生するJR東日本グループの環境負荷の低減に向け、部門を越えた活動を推進しています。�
それを支えるのは、全社を横串にしたマネジメント体制と個々の意識向上を促す環境教育です。�
�

環境教育の実施�グループ一体となった環境活動の推進� 環境活動に関する表彰制度�
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環境　環境マネジメント�

●環境活動の拡がりに向けて�

　JR東日本では、環境活動を推進するに

あたり、JR東日本グループの社員それぞ

れが主体的に環境活動に取り組むことと、

会社として目標を定め実効性のある施策

に取り組むことが重要と考えています。�

　具体的には、各職場における環境活動

を推進する「JR東日本エコ活動」の展開、

環境教育による指導者の育成、環境表彰

による優れた取り組みの共有化などを通

じて、環境活動の裾野の拡大に取り組ん

でいます。また、各部署を横断的につな

ぐエコロジー推進委員会で、具体的な数

値目標を定め取り組みを進めています。�

　環境経営の推進には、全社員が環境問

題に対して正しい知識を持つことが重要

です。そのため、各機関・会社の推進者の

育成と、採用時や昇進時の研修など対象

者の多い研修で環境教育を実施。環境活

動の裾野の拡大に取り組んでいます。特

に推進者の育成については、グループ各

社の環境活動を推進するため、2006年

度から、各社の環境責任者が参加する「環

境経営研修」を開始しました。また、社会

環境報告書のダイジェスト版を全社員へ

配布しています。�

　優れた取り組みに対し表彰を行い、そ

の取り組みをJR東日本グループ内で広

く共有化することを目的に「環境活動に

尽力した機関等に対する表彰」を2005

年度の実績分から実施しています。

2006年度活動については、環境活動を

主体的に捉え実践してきた2機関とグル

ープ会社3社が表彰されました。　　　

　　　　　　　　�

�

�

■環境教育・研修体系�

■2006年度の表彰内容�

社名/機関名　　　主な表彰内容�

�

JR東日本 �
仙台支社�

JR東日本エコ活動・森づ�
くり活動の主体的推進�
�

ジェイアール�
東日本�
コンサルタンツ㈱�

グループ各社の屋上緑化�
を推進�
�

JR東日本 �
高崎支社�

駅と列車ゴミのリサイク�
ル推進・環境情報の積極�
的な提供�
�

㈱ジェイアール�
宇都宮企画開発�

全職場で環境目標を設定�
し具体的な活動を推進�
�

㈱ジェイアール�
テクノサービス仙台�

有害物質を削減した列車�
の車体洗浄剤を開発・導�
入�
�

【社長表彰】�

【総合企画本部長表彰】�

�

「環境経営研修（グループ会社）」�

●対象者・・・グループ会社の環境責任者�

●研修目的・・・環境経営の遂行能力向上�

●参加者数・・・30名�

「環境経営実務研修」�

●対象者・・・地方機関等の環境担当者等�

●研修目的・・・現業機関等に対する指導者として

の環境関連業務遂行能力向上�

●参加者数・・・27名�

「環境対策担当者研修」�

●対象者・・・各支社環境担当者�

●研修目的・・・環境法令等の基礎知識習得�

●参加者数・・・21名�

各機関・会社での推進者の育成�

多くの対象者に対する環境教育�
「新入社員研修」・・・1,455名�

「実践管理者育成研修」・・・219名�

「新任現場長研修」・・・161名�

その他支社等での研修・・・21名�

各職場からの環境活動の推進�

　各職場において「環境について考える

風土」を醸成し、具体的な環境保全活動

を活性化させる「JR東日本エコ活動」を

推進しています。身近な取り組みを通じ

て一人ひとりができることに取り組むこ

とにより、環境負荷の削減とあわせて環

境意識の向上も図っています。2004年

度から試行を開始し、2006年度末現在で、

本社・全支社・全工事事務所での展開が

スタートしています。�

社内報「JRひがし」で各職場の環境活動�
「JR東日本エコ活動」の情報を共有化�

推進者を育成する研修を実施�

2006年度授賞式�
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全社の環境活動を“横串”に�

　JR東日本の「エコロジー推進委員会」

では、事業活動にともなう環境負荷調査、

および環境目標の設定、環境保全活動の実

施、目標達成度の確認、経営層によるチェッ

クなどを経年的に行っています。�

　1992年に設置され、経営企画部に事

務局を持つ同委員会は、代表取締役社長

を委員長とし、各部門の責任者を委員と

する社内横断組織です。�

　2006年度は、エコロジー推進委員会

においてテーマ別に施策を検討する「検

討部会」を抜本的に見直し、新たな体制

を構築しました。新しい課題などを整理し、

機動的な検討が行える体制としました。

　また、全グループ会社の環境責任者が

参加する「JR東日本グループ環境経営推

進会議」を毎年開催しています。2006年

度は、グループ全体での課題やグループ

内の優れた取り組み事例を共有化しました。�

■JR東日本の環境マネジメント推進体制（2007年3月31日現在）�

部門名 　　　　　　　　主な活動内容 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討ワーキンググループ�

                                       エコロジー推進委員会�

委 員 長 ： 代表取締役社長�

副委員長 ： 総合企画本部長、鉄道事業本部長、事業創造本部長�

委　　員 ： 総合企画本部副本部長、経営企画部長、投資計画部長、技術企画部長、�

 営業部長、運輸車両部長、設備部長、事業創造本部部長、建設工事部長、�

 広報部長、財務部長、人事部長、厚生部長、法務部長、総務部長�

社　長�

各職場における環境保全活動の推進／グループ全体の環境経営
の推進／環境目標の管理・環境広報　　など�

ＣＯ2排出量等の削減（電気使用量等の削減、新エネルギー技術）�
交通体系全体でのＣＯ2排出量削減　　など�

駅・列車ゴミのリサイクル／産業廃棄物の削減・リサイクル／グリ
ーン調達　　など�

オゾン層破壊物質管理／化学物質管理／ＰＣＢの管理　　など�

騒音対策／トンネル湧水の活用／鉄道林の保全・活用／除草剤
の適正使用　　など�

・ＪＲ東日本エコ活動ＷＧ�
・グループ環境経営推進ＷＧ�

・エコステーションＷＧ　・エコ車
　両　ＷＧ　・鉄道の利用促進ＷＧ�

・駅・列車ゴミＷＧ�

・ＰＣＢ廃棄物ＷＧ�

・鉄道林の保全・活用ＷＧ�
・除草方法の適正化ＷＧ�

�

■ISO14001取得状況�

認証取得サイト 年月�

新津車両製作所 1999年  2月�

川崎発電所 2001年  3月�

東京総合車両センター 2001年  3月�

新潟機械技術センター 2001年  3月�

大宮総合車両センター 2002年  3月�

新幹線総合車両センター 2002年 11月�

郡山総合車両センター 2003年 12月�

長野総合車両センター 2005年  2月�

秋田総合車両センター 2005年  7月�

�

㈱東日本環境アクセス 1999年11月�

㈱ルミネ 2000年12月�

㈱日本レストランエンタプライズ�
　（商品製造部門） 

2002年　9月
�

長野鉄道車輌整備㈱ 2007年  1月�

〈JR東日本〉�

〈グループ会社〉�

環境マネジメント部門�

地球温暖化防止部門�

資源循環部門�

化学物質管理部門�

鉄道沿線環境保全部門�

● ISO 14001の取得状況�

　比較的環境負荷の高い事業所については、

環境マネジメントシステムの国際規格、

ISO14001取得を進めてきました。�

　車両のメンテナンスを行う総合車両セン

ターは、全職場での取得が完了しています。�

● 内部環境監査�

　例えば総合車両センターでは、環境活動

を自らチェックする取り組みとして、部外講

習などで内部監査員を養成し、定期的な監

査を行っています。内部環境監査では、一

部塗料について化学物質等安全データシ

ート（MSDS）が入手されていない点など

が指摘され、それらについて改善しました。�

● 環境リスクマネジメント�

　化学物質の取り扱いと管理を厳格化す

ることによって、環境事故を未然に防ぐ体

制づくりに取り組んでいます。また火力発

電所や総合車両センターなど化学物質や

危険物を取り扱う現業部門では、異常時の

対応マニュアルを整備しています。同時に

勉強会や処理訓練を実施、関係者への周

知徹底を図り、現場での的確な対処ができ

るよう努めています。�

● 環境関連の事故�

　2006年度において、環境に関する事故

や罰則を受けた例はありませんでした。�

本社各部　　       各支社等�

各支社エコロジー推進委員会　�

       支社長、各部長等�

�
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